
平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号１－３ 

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 町広報、行政執行方針、町人事機構図発行事業 

評  価  者 

担当課・係名 総務課・情報統計係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 片岡 力 氏名 河原 学 

事 業 の 概 要 
町政に対する町民の理解を求め、積極的な参加を促すため、広報活動媒体の中心
として広報誌等を発行している。（全戸配布） 

事業の位置付け 

第５期総合計画 ■登載事業     □非登載事業 

政 策 目 標 5 ささえあい・雄武～協働によるまちづくりの推進 

基 本 政 策 22 住民主体のまちづくりの推進 

単 位 施 策 2 まちづくり情報の共有化 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 ５，２５５千円 ６，３２８千円 ５，８００千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

５，２５５千円 ６，３２８千円 ５，８００千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 町民 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

町政に関する情報や町の出
来事などの迅速かつ明瞭な
提供 

発行部数／月 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

伝わりやすい広報、考える広
報づくりを図る 

① 発行実績 
 
 ２，５００部／月 
 全戸・企業・施設 

目標年度 １９年度
目 標 値 2,500 部

実 績 値 2,500 部

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

情報の共有によるまちづく
りへの積極的な参加が図ら
れる。 

②  目標年度 年度

目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①広報「おうむ」の
発行 

町政情報の集約及び各種の取材を行い、伝わりやすい広報づくりに努め、町内全
戸、企業・団体、関係施設等へ配布した。 

②行政執行方針の発
行 

平成１９年度行政執行方針について、冊子として印刷し町内全戸へ配布した。 

③町人事機構図の発
行 

平成１９年４月１日付の町人事機構図を作成し、町内全戸及び関係機関へ配布し
た。 

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必 要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

町等からの情報発信として、また、地域住民の情報収集手段
として集約された紙面媒体であり、共通認識をもったまちづ
くりに対する積極的な参加を促すための事業として重要で
ある。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有 効 
設定した目標値 
の達成状況 

町と町民との情報共有の媒体として定着しており、伝わりや

すい広報づくり等の取り組みにより、多くの町民等への情報

提供が行えた。 ■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

概ね効果的 

判断の理由 町民周知媒体として各課からのお知らせや各種計画・実績等

を集約することにより、周知方法の改善が図られた。また、

紙面構成の改善や特集記事の定期的な掲載により、より伝わ

りやすい広報誌への変革が図られた。 

□事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

■その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ Ａ  
町民に対する情報提供媒体として、最善かつ重
要な発行物であり、定期的な見直し・改善を図
りながら計画どおり事業を進めることが適当
と判断する。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

継続／現状維持 継続／現状維持  
掲載記事の数や内容を踏まえ、現在の頁数を削
減することは困難であり、また、突発的な周知
事項にも対応するため現状維持が適当である。
（世帯数の大幅減など状況にあっては、発行部
数等の検討が必要） 

  

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号１－４ 

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 北海道電子自治体プラットホーム（ＨＡＲＰ）推進事業 

評  価  者 

担当課・係名 総務課・情報統計係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 片岡 力 氏名 河原 学 

事 業 の 概 要 
道内市町村と北海道が進める北海道電子自治体プラットホーム構想（ＨＡＲＰ）
を積極的に推進し、快適で便利な生活環境のため、電子申請をはじめとする各種
サービスの提供に向けたシステム開発・運用を行っている。 

事業の位置付け 

第５期総合計画 ■登載事業     □非登載事業 

政 策 目 標 ４ うるおい・雄武～生活環境・生活基盤の充実 

基 本 政 策 21 情報通信網の整備・充実 

単 位 施 策 ２ 行政情報化の推進 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 ９６７千円 ９３０千円 ９５０千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

９６７千円 ９３０千円 ９５０千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 町民 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

地域事情による情報格差か
ら、各種手続時負担が多い。

利用件数／年 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

情報通信網を活用し、サービ
ス機関から居住地の距離に
関わらず、同一サービスの提
供を受けられる。 

① 利用実績 
 
 電子申請（様式ダウ
ンロード含む）件数 

目標年度 １９年度
目 標 値 200 件

実 績 値 209 件

達 成 度 １０５％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

自宅から各種手続が可能と
なり、移動等の物理的な負担
が緩和される。 

②  目標年度 年度

目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①ＨＡＲＰシステム
運用委託 

北海道及び道内参加市町村による共同委託により、システム運用費の圧縮を図
り、また共同システムの利用によりシステム開発及び改修経費の軽減を図ってい
る。 

②  

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

総務省が策定した「新電子自治体推進指針」により２０１０
年度までに利便・効率・活力を実感できる電子自治体の実現
が目標として定められており、重要な事業である。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 

電子申請のみの実績はないが、様式ダウンロード等を含めた

システムの利用率としては目標値を上回っており、今後も利

用者の増大が期待できる。 ■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

概ね効果的 

判断の理由 広域的なシステム開発・利用により、単独での運用に比べ大

幅な事業費の抑制が図られている。また、利用者においても

時間的な制約がなく（原則２４時間運用）、自由な時間に申

請・様式ダウンロードが行えている。 

■事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

□その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ Ａ  
地域間における情報格差解消の為には電子自
治体の実現は必要不可欠であり、北海道全体で
の事業推進を図るうえでも、計画どおり事業を
進めることが適当と判断する。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

継続／現状維持 継続／現状維持  
本事業は北海道及び道内参加自治体の人口割
等によって委託経費が定められており、参加団
体の数や規模によっても異なるが、現状システ
ムの運用経費及び今後開発を予定されている
システム（業務システム等）の開発・運用経費
を踏まえ現状維持が適当である。 

  

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号１－５ 

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 総合行政システム導入事業 

評  価  者 

担当課・係名 総務課・情報統計係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 片岡 力 氏名 河原 学 

事 業 の 概 要 
総合行政システム更改にあたり、既存ネットワーク（外部通信網を含む）の整備・
改修を行った。 

事業の位置付け 

第５期総合計画 □登載事業     ■非登載事業 

政 策 目 標 ４ うるおい・雄武～生活環境・生活基盤の充実 

基 本 政 策 21 情報通信網の整備・充実 

単 位 施 策 ２ 行政情報化の推進 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 ０千円 １，５４４千円 ０千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

０千円 １，５４４千円 ０千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 総合行政システム 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

法改正や新たな枠組みでの
制度運用への対応が必要。 

ネットワーク通信基盤の整備 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

総合行政システムに係るネ
ットワーク等の基盤整備行
い、業務の効率化を図る。 

① 整備実績 
 
 既存ネットワークの 
改修等 

目標年度 １９年度
目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

計画的なシステム・機器等の
更改により、各種の制度改正
等に迅速に対応。 

②  目標年度 年度

目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①ＬＧＷＡＮ通信網
増速 

後期高齢者医療制度の運用開始に伴い、ＬＧＷＡＮ通信サービスの増速（連合会
からの指示）を行い、システムの安定的な運用を図っている。 

②庁舎間光ネットワ
ーク新設 

役場庁舎～福祉センター間の光ネットワーク（既存施設の空芯線を利用）整備を
行い、総合行政システムの安定的かつセキュリティの高い運用を図っている。 

③公共ネットワーク
Ｌ３スイッチ設定変
更 

既存公共ネットワークについて、後期高齢者医療制度に係るシステム運用のため
Ｌ３スイッチの設定を変更し、支障のない通信の確保を図っている。 

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

総合行政システムの運用にあたり、各サーバ及び機器間の安
定的な通信は必要不可欠であり、これらを整備することは重
要である。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 

安定的かつセキュリティの高い通信の確保を図る為、各種機

器等の整備を行った。 

■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効果的 

判断の理由 既存ネットワークの有効利用により、重複整備を回避しなが

ら必要な環境整備を行えた。また、これらの整備により、総

合行政システムの効率的な運用が図られている。 
□事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

■その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
整備が完了し、効率的な運用が図られた。   

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

終了   
法改正等により新たな機器整備及び運用方法
の変更等が生じなければ、ネットワーク環境等
の改修はないことから、平成１９年度での終了
が適当である。 

  

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
 

 



平成２０年度事務事業評価調書（対象：１９年度） 

                       整理番号１－６ 

 

１ 事務事業の表示                         ※ ■：該当 

事 務 事 業 名 雄武町統計調査員協議会補助事業 

評  価  者 

担当課・係名 総務課・情報統計係 

課長等 
職名 課長 

作成者 
職名 係長 

氏名 片岡 力 氏名 河原 学 

事 業 の 概 要 
指定統計等に対して協力的な姿勢で取り組みを行っている雄武町統計調査員協
議会事業に対して、統計調査員の資質の向上と調査員間の密なる連携並びに各種
調査等の円滑な遂行が図るため運営費の補助を行っている。 

事業の位置付け 

第５期総合計画 ■登載事業     □非登載事業 

政 策 目 標 ５ ささえあい・雄武～協働によるまちづくりの推進 

基 本 政 策 22 住民主体のまちづくりの推進 

単 位 施 策 ３ 住民との協働体制の構築 

事務事業の種類 ■自治事務     □法定受託事務 

その他計画・根拠等  

事 業 コ ス ト 

（実 績） 

年        度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度（予定）

総  事  業  費 ３０千円 ３０千円 ３０千円

総事業費の内雄武

町が負担した金額

（一般財源） 

３０千円 ３０千円 ３０千円

 
２ 事務事業の目的・内容（Ｐlan・Ｄo）                     

【誰、何が（対象）】 統計調査員 

指
標
／
目
標

望ましい指標（目的達成状況を最も端的に表す
理論上の成果指標） 

【抱える課題やニ
ーズは】 

調査員としての資質低下及
び連携不足による、各種調査
への影響が懸念される。 

補助実績 

指標（指標計算式／解説） 目標値及び実績値 

【どのような状態
になることを目指
すのか（意図）】 

各種研修への積極的な参加
等により資質の向上を図る
とともに、調査員相互の連携
を密にする 

① 補助実績 
 
 運営費補助 
 （総会、研修等） 

目標年度 １９年度
目 標 値 30 千円

実 績 値 30 千円

達 成 度 １００％

【その結果、どの
ような成果を実現
したいか】 
※成果＝目的 

資質の向上及び調査員間の
情報交流・協力が図られ、精
度の高い統計調査の推進が
図られる。 

②  目標年度 年度

目 標 値 

実 績 値 

達 成 度 ％

内 容（どのような手段で何を行ったか） 

①雄武町統計調査員
協議会運営費補助 

協議会が開催する各種会議及び研修会等への参加に要する経費等、協議会運営に
係わる経費について補助を行った。 

②  

③  

○表



○裏

３ 事務事業の評価（Ｃheck） 
⑴ 事務事業の必要性（町民ニーズ・社会情勢に照らして妥当か、町が担う必要があるか。当該事務

事業を実施しない場合の支障、既存事務事業との機能重複や見直しによる対応可能性） 

必要 
□義務的なもの 

 □全部 □一部 

協議会の運営経費については、各種統計調査従事報酬の一部
を財源としており、研修会等への参加や会議の開催には補助
金が必要不可欠である。また、各種統計調査（町独自調査を
含む）の円滑な実施のためにも重要な事業である。 

必要／概ね必要／
課題あり 
⑵ 事務事業の有効性（期待する効果が得られたか） 

有効 
設定した目標値 
の達成状況 

補助金収入により定期的な会議の開催及び研修会等への参

加ができ、調査員間の情報交流・協力が図られ各種統計調査

において訂正箇所の減少や提出期日の遵守が図られている。■達成 

□ほぼ達成 

□下回る 
有効／概ね有効 
／課題あり 

⑶ 事務事業の効率性(コストに見合った効果が得られたか、計画上のコストを下げる工夫をしたか) 

効果的 

判断の理由 昨今の各種統計調査に係る報酬減額の中で、自発的かつ統計

行政への協力的活動を行っている当該協議会への補助につ

いては、過去に実施された各種統計調査の結果等（協力体制

及び実施内容）を踏まえ、非常に効果的であった。 

□事業費抑制 

□人員抑制 

□時間短縮・作業

軽減 

■その他 

効率的／概ね効率
的／課題あり 

 
４ 総合評価【Ａ～Ｄ】 
     A：計画どおり事業を進めることが適当    B：事業の進め方等に改善が必要 

C：事業規模、内容、実施主体の見直しが必要 D：事業の統合、休・廃止の検討が必要 

自 己 評 価（一次評価） 評価会議評価(二次評価) 町長評価(三次評価) 

Ａ  
指定統計のほか町独自調査の実施も計画され
ており、当該協議会との連携協力や調査員の資
質向上は必要不可欠であり、計画どおり事業を
進めることが適当と判断する。 

  

                 
(Action) 今後の展開方向 

  

継続／現状維持   
当該協議会への補助は事業内容や金額的にも
今後とも継続が必要と考えるが、将来において
は他各種団体等への補助金等との整合性を図
りながら、現状維持又は拡充・縮小等を判断す
る必要があると考える。 

  

＊展開方向の区分 
 ○継続／現状維持又は拡充又は縮小又は統合  ○終了  ○休止  ○廃止 

  
５ その他特記事項 
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